
「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく
小瀬川流域の減災に係る主な取組状況

（平成30年7月豪雨の経験を踏まえた新たな課題）

平成30年12月27日
小瀬川水系大規模氾濫時の減災対策協議会

大竹市、岩国市、和木町、広島県、山口県

広島地方気象台、下関地方気象台、国土交通省中国地方整備局

資料２
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平成30年7月に西日本から東海地方を中心に記録的な豪雨が発生した。
これを受け、減災対策協議会の関係機関に『平成30年7月豪雨の経験を踏まえた新たな課題』に関し
てアンケートを取り、新たな課題の抽出と取組内容の見直しを行うものである。
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１．平成30年7月豪雨を踏まえた関係機関アンケートの経緯

平成27年9月の関東・東北豪
雨を受け、平成27年12月10日

に「大規模氾濫に対する減災
のための治水対策のあり方に
ついて～社会意識の変革によ
る「水防災意識社会」の再構
築に向けて～」が答申された。

今回



○平成30年7月豪雨災害を踏まえた課題アンケートを分類・整理し、新たな課題を抽出
→協議会取組方針における課題の修正・追加

○課題に対する実施内容として、「Ａ 協議会で現在取組中の項目」、「Ｂ その他（協議会の取組方針に該当しない項目）」に分類
○上記Ａ、Ｂについて、「A-① 取組中の項目」、「Ａ-② 取組内容を拡充する項目」に整理

→協議会取組方針における取組内容の拡充又は追加

平成30年7月豪雨 関係機関アンケート

協議会取組方針における課題との関連を分類
→課題の修正・追加を整理

Ａ 協議会で現在
取組中の項目

Ａ-①
取組中の項目

Ａ-②
取組内容を拡充する項目

Ｂ その他（現在の協議会
取組方針に該当しない項目）

B-①
新たな取組内容項目

水防災意識社会再構築ビジョンに
基づく流域の減災に係る取組方針

１．はじめに
２．概要と主な課題

３．現状の取組状況と
具体的な課題

５．概ね５年間で実施する取組

４．減災のための目標

６．フォローアップ

減災対策協議会取組方針見直し公表

２．新たな課題に対する取組内容の分類
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３．新たな課題と新たな取組

新たな課題

項目 内容

防災教育

●住民1人1人の防災意識が低い恐れがある。

●ハザードマップの見方が、住民に十分理解されていない恐れがある。

●避難発令基準について、住民の理解が足りていない恐れがある。

●住民に切迫感が伝わっていない恐れがある。

●行政から提供する情報が理解されていない恐れがある。

避難場所・経路 ●大規模な災害が予想される場合、指定避難所が活用できない恐れがある。

避難誘導体制 ●避難行動要支援者の避難誘導体制が確保されていない恐れがある。

新たな取組

項目 内容

防災教育
出前講座等を活用した防災教育の推進※

住民の避難行動を支援するきめこまやかな防災情報の提供

避難場所・経路 各市町が管理する避難所の収容人数等を共有し、隣接市町村との連絡体制の構築

避難誘導体制 要配慮者利用施設の避難確保計画作成及び避難訓練の促進

アンケートを分類・整理し、抽出した新たな課題と課題に対する新たな取組を整理した。

※実施から推進に変更
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平成30年7月豪雨の経験を踏まえた課題（関係機関アンケート結果）

●浸水想定区域図の周知として、太田川河川事務所ＷＥＢサイトのリンクを市ホームページで掲載しているが，住民に浸透していない。

●災害へのリスクを周知する機会があっても、住民への関心は低く（防災訓練等の参加率）、また、自主防災組織等において、防災への意識に
温度差がある。

小瀬川水系大規模氾濫時の減災対策協議会（新たな課題）

○小瀬川において、想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域を太田川河川事務所のウェブサイト等で公表している。

●想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域図等が浸水リスクとして住民に認識されていない恐れがある。

●住民1人1人の防災意識が低い恐れがある。

○現状 ●課題 ●H30.7豪雨を踏まえた課題 赤文字：追加箇所

想定される浸水リスクの周知について
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４．関係機関アンケート結果から新たな課題を抽出 【防災教育】



  洪水浸水想定区域図の情報は提供されている。

■避難に対する備えと避難行動

  避難経路・ハザードマップの確認、防災情報メールの
登録をしていない人の割合が約5割以上

「太田川河川事務所
小瀬川水系小瀬川
洪水浸水想定区域
図」のページにリンク

出典：第3回平成30年7月豪雨災害における避難対策等検証会議（広島市） 資料3（議題）

新たな課題：住民1人1人の防災意識が低い恐れがある。
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出典：大竹市ＨＰ

出典：平成30年7月豪雨の避難行動に関する調査結果、平成30年11月、広島市危機管理室

  自主防災組織の存在を知らない。
知っているが参加したことはない人の割合が約5割以上

■自主防災組織への参加

４．関係機関アンケート結果から新たな課題を抽出 【防災教育】



平成30年7月豪雨の経験を踏まえた課題（関係機関アンケート結果）

●一部の住民が洪水・浸水のおそれがあるにも関わらず，指定避難所以外の小瀬川近くの集会所へ避難を企図していたことから，避難場所を
周知徹底させる必要がある。

小瀬川水系大規模氾濫時の減災対策協議会（新たな課題）

○河川水位の動向に応じて、水防に関する「水防警報」や避難等に資する「洪水予報」（国交省・気象庁共同発表）を自治体向けに通知している
とともに、「洪水予報」については一般に周知している。

○決壊、越水等重大災害発生の恐れがある場合には、太田川河川事務所長から関係自治体首長に対して情報伝達（ホットライン）をすることと
している。

●洪水予報等の防災情報の意味やその情報により、関係機関、住民のとるべき行動が十分認知されていないことに懸念がある。

●ハザードマップの見方が、住民に十分理解されていない恐れがある。

○現状 ●課題 ●H30.7豪雨を踏まえた課題 赤文字：追加箇所

洪水時における河川管理者からの情報提供等の内容及びタイミングについて
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４．関係機関アンケート結果から新たな課題を抽出 【防災教育】



新たな課題：ハザードマップの見方が、住民に十分理解されていない恐れがある。

7
出典：洪水ハザードマップとその活用方法について（山口県）

出典：平成30年7月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキング
グループ

→ 見方を学ぶことに加え、実際に活用して理解を深めることができる。

・内容を理解していない人の割合が多い

４．関係機関アンケート結果から新たな課題を抽出 【防災教育】

「知らなかった」
「見たことはある」が約8割

知らなかった

25％

内容を

理解していた

24％

見たことはある

51％

■ハザードマップの認知



平成30年7月豪雨の経験を踏まえた課題（関係機関アンケート結果）

●避難準備、避難勧告、避難指示の意味や発令する基準について、住民の理解がないのでは。

小瀬川水系大規模氾濫時の減災対策協議会（新たな課題）

○洪水、高潮、土砂災害による発令は、地域防災計画等の定めに基づき対応している。

●避難勧告の基準を定めているが、住民は、危険箇所や個別地先の状況が分からないことから、具体的な避難行動に繋がっていない。

●避難発令基準について、住民の理解が足りていない恐れがある。

○現状 ●課題 ●H30.7豪雨を踏まえた課題 赤文字：追加箇所

避難勧告等の発令基準について
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４．関係機関アンケート結果から新たな課題を抽出 【防災教育】



出典：気象庁ＨＰ、指定河川洪水予報

出典：広島市ホームページ

新たな課題：避難発令基準について、住民の理解が足りていない恐れがある。
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出典：大竹市地域防災計画

４．関係機関アンケート結果から新たな課題を抽出 【防災教育】



平成30年7月豪雨の経験を踏まえた課題（関係機関アンケート結果）

●過去に大災害が発生していないことから，住民に危機感が欠如しており，避難勧告を出すも住民の殆どが避難行動を取っていなかった。
また，小瀬川が氾濫した際にどんな避難行動を取れば良いのか理解されていない。

●河川氾濫による避難勧告等の発令地域は、「○○地区から□□地区までの間の△△川流域」等ピンポイントで示せないため、住民が切迫した
危険が迫っているという危機感を持ちにくい。

●洪水による浸水想定区域が、町内主要地域のほぼ全域に及んでいるため、避難場所及びそれに至る経路が限定されていることから、住民避
難の積極的な立ち退き避難に繋がっていかない恐れがある。

●情報が住民伝達されても、全ての住民が避難行動に繋がっているとは限らない。（７月豪雨の教訓から、災害死の多くは、避難勧告等の発令
は知りつつも、避難行動に繋がらなかったことによる。）

小瀬川水系大規模氾濫時の減災対策協議会（新たな課題）

○基本的には、登録制メール、ウェブサイト、防災無線、広報車、屋外スピーカー等の発信が主として利用されている。

●テレフォンサービス、ＨＰへの掲載、登録制メール配信等複数の情報、複数の伝達方法を行っているが、住民すべてに情報を伝達し提供でき
ているか懸念される

●住民に切迫感が伝わっていない恐れがある。

○現状 ●課題 ●H30.7豪雨を踏まえた課題 赤文字：追加箇所

住民等への情報伝達の体制や方法について
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４．関係機関アンケート結果から新たな課題を抽出 【防災教育】



新たな課題：住民に切迫感が伝わっていない恐れがある。
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出典：平成30年7月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググループ

・ほとんどの人が避難行動をしていない

４．関係機関アンケート結果から新たな課題を抽出 【防災教育】



平成30年7月豪雨の経験を踏まえた課題（関係機関アンケート結果）

●住民に対して行政から提供する情報の意味を浸透させきれていない。

小瀬川水系大規模氾濫時の減災対策協議会（新たな課題）

○国交省から発令される水防警報等をもとに、水防団への情報提供、体制の強化等を図っている。

○水防に係る情報としては、国土交通省が基準水位観測所の水位の動向に即して「水防警報」を発した場合は、広島県、山口県に通知しており、
県は水防管理者に通知している。

●水位情報等の情報が多岐に亘るため、伝えるべき情報の輻輳により水防団との連携が図れない恐れがある

●行政から提供する情報が理解されていない恐れがある。

○現状 ●課題 ●H30.7豪雨を踏まえた課題 赤文字：追加箇所

河川水位等に係る情報提供について
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４．関係機関アンケート結果から新たな課題を抽出 【防災教育】



【防災情報メールの配信内容例】
• 災害発生情報
• 避難に関する情報≪避難勧告・避難指示など≫

• 市災害対策本部設置情報等
• 災害時の注意喚起
• 災害時の道路通行止情報
• 避難所の開設
• 大雨・洪水警報や特別警報 など

新たな課題：行政から提供する情報が理解されていない恐れがある。

各自治体では防災メールシステムが整備されており、
HPで周知している。
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出典：平成30年7月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググループ

弱い意味に理解したり、意味を知らなかった人が5割

出典：大竹市ＨＰ

出典：岩国市ＨＰ

出典：和木町ＨＰ

４．関係機関アンケート結果から新たな課題を抽出 【防災教育】



①迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組
■防災教育や防災知識の普及

○出前講座等を活用した防災教育の推進

Ａ-②

５．新たな課題に対する取組内容（案） 【防災教育】

⼭⼝県 和⽊町
地域   協⼒隊 facebook
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・住民1人1人の防災意識が低い恐れがある。
・ハザードマップの見方が、住民に十分理解されていない恐れがある。
・避難発令基準について、住民の理解が足りていない恐れがある。
・住民に切迫感が伝わっていない恐れがある。
・行政から提供する情報が理解されていない恐れがある。
⇒地域防災力を強化するため、自主防災アドバイザーなどを活用した講演会等を自主防災組織へ行い、危機意識を高める。

出典：【淀川河川事務所】 全国初 発展版「まるごとまちごとハザードマップ」

⾃主防災        意⾒交換

取組内容を拡充する項目

出典：山口県ＨＰ



①迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組
■防災教育や防災知識の普及

○住民の避難行動を支援するきめこまやかな防災情報の提供

５．新たな課題に対する取組内容（案） 【防災教育】
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新たな取組 B-①

出典：平成30年7月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググループ

・住民に切迫感が伝わっていない恐れがある。
・行政から提供する情報が理解されていない恐れがある。
⇒行動を促す情報と行動を取る際の判断に参考となる情報との対応を明確にし、出された情報と取るべき行動を理解しやすい
ものとし、住民の主体的な行動を支援する防災情報の発信



①迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組
■防災教育や防災知識の普及

和木町防災キャンプ案内チラシ

太田川河川事務所では小瀬川沿川にある和木町立和木小学校・和木中学校において、
防災キャンプへのパネル展示を行い、理解を深めた。

子ども達が避難所として想定された和木中学校多目的スペースに宿泊しながら、総合的
な防災に係る各種プログラムを体験し学習することを目的としている。

防災に関して意識したイベントにおいて、過去の小瀬川の水害や土地の成り立ちなどに
ついてパネル展示を実施した。

パネル展示状況

～ 関係者からの主な意見等 ～

・小瀬川に関する資料をたくさん提供してもらい参考になった。
・身近な河川の災害や成り立ちに関する案件についてもプログラムに加えることができた。

～主な内容～

・小瀬川の特徴

・小瀬川で発生した大規模洪水

・小瀬川の歴史

・小瀬川の浸水想定範囲

－浸水シミュレーション

実施日：平成29年8月1日～2日

対 象：小学生・中学生・保護者等 50人

会 場：和木中学校

位置図

和木中学校

和木小学校

○出前講座等を活用した防災教育の実施

Ａ-①

６．現状の取組
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【防災教育】

取組中の項目



（広島県）

平成２９年度は洪水等に関する出前講座を８回実施。
平成３０年度も引き続き要望に応じて実施予定。

広島県の出前講座の様子

【Ｈ２９洪水等に関する出前講座実績】

実施日 学校名等 場　所

5/23（火） 西城中学校 庄原市

6/9（金） 高宮中学校 安芸高田市

6/20（火） 佐方小学校 廿日市市

9/5（火） 三坂地小学校 呉市

11/21（火） 三成小学校 尾道市

11/24（金） 東野小学校 東広島市

12/9（土） 広島産業会館 広島市

1/31（水） 沼田小学校 三原市

①迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組
■防災教育や防災知識の普及

○出前講座等を活用した防災教育の実施

Ａ-①
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６．現状の取組 【防災教育】



①迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組
■防災教育や防災知識の普及

○出前講座等を活用した防災教育の実施

Ａ-①

○防災体験学習の実施（山口県）

○女性防災セミナーの開催（山口県）

◆目 的：子育て世代の女性を対象に、防災の基礎知識を学ぶことを通じて、家族ぐるみの「自助」
「共助」を促進する。

◆日 時：平成２９年９月１２日（火） １３時００分～１６時００分
◆参加者：子育て世代の女性 約３６名
◆内 容：気象情報や本県で起こり得る災害、災害時の避難行動（ハザードマップの見方）など、

防災の基礎知識を学習・ 非常食レシピの紹介や試食など

◆実施日：平成２９年５月２２日（月）

◆参加者：第７期大規模災害対策科学生

◆内容：近年の河川災害とソフト対策等

山口県の出前講座の様子

○出前講座実施（山口県）

◆目 的：平成２８年熊本地震の被災地での体験・交流を通じて、子どもの防災意識の向上を図る。
◆日 時：平成２９年８月２２日（火）～２３（水）の１泊２日
◆参加者：県内の小学校５・６年生及び中学生５２名
◆内 容：被災地の子どもたちとの防災体験・交流など

18

６．現状の取組 【防災教育】



①迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組
■防災教育や防災知識の普及

○出前講座等を活用した防災教育の実施

Ａ-①

○自主防災アドバイザー養成研修の実施（山口県）

◆日 時：平成２９年９月１６日、１０月７日、１４日（基礎編）、 平成３０年２月２４日、２５日（実践編）
◆受講者：５８名（基礎編）、５５名（実践編）
◆内 容：基本的な防災知識等の習得（基礎編）

指導・助言を行うスキルを習得するための実践的な演習（実践編）

○防災シンポジウムの開催（山口県）

◆目 的：地震等の大規模災害から、学校と地域がどのように連携して災害に備えていくのかを考えることで、
災害に強い県づくりに向けた防災意識の向上を図る。

◆日 時：平成２９年１１月４日（土） １３時００分～１６時００分
◆参加者：県民 約２００名

◆自主防災組織単位の防災教育（６月、１０月、１１月、２月）、町親子教室（３月）の場で
防災訓練及び防災講話を実施し、防災意識、能力の向上に努めている。

○防災教育の実施（和木町）

○防災教育の実施（岩国市）

◆毎年、小瀬地区住民と小瀬小学校で防災訓練として、避難訓練、非常食喫食体験と出前講座を
実施して防災意識の向上に努めている。
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６．現状の取組 【防災教育】



平成30年7月豪雨の経験を踏まえた課題（関係機関アンケート結果）

●最大規模降雨を想定した場合、河川氾濫のほか土砂災害への警戒も必要となるため、避難場所や避難経路が大きく制約される。

小瀬川水系大規模氾濫時の減災対策協議会（新たな課題）

○避難場所は、既往の洪水浸水想定区域図によるハザードマップを作成し周知している。

○避難経路は特定することにより複合する災害への対応ができなくなるため考慮していない。

●新しく公表された想定最大規模降雨の洪水浸水想定区域図は、氾濫区域が広大になることから、現行の避難場所の設定が困難となる。

●大規模な災害が予想される場合、指定避難所が活用できない恐れがある。

○現状 ●課題 ●H30.7豪雨を踏まえた課題 赤文字：追加箇所

７．関係機関アンケート結果から新たな課題を抽出

避難場所、避難経路について
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【避難場所・避難経路】



避難所

小瀬川水系浸水想定区域図（想定最大規模）

新たな課題：大規模な災害が予想される場合、指定避難所が活用できない恐れがある。
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※割合算出対象避難所の出典）
・大竹市：大竹地区、木野・川手地区ハザードマップ（弥栄ダム上流除く）
・和木町：避難地図、避難所一覧（大谷集会所除く）
・岩国市：小瀬川洪水避難地図（Ｈ20.4修正・加筆版）

７．関係機関アンケート結果から新たな課題を抽出 【避難場所・避難経路】



計画規模
想定最大

規模

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

施設の
階数

利用
できる
階数

家屋倒壊
の可能性
の有無

浸水深を
考慮した

収容可能人数
番号 地区名 避難所名

収容可能
人数
（人）

浸水深(m)
○○川

○各市町が管理する避難所の収容人数等を共有し、隣接市町村との連絡体制の構築

・大規模な災害が予想される場合、指定の避難所が活用できない恐れがある。
⇒ 隣接市町村を含めた避難所の収容人数等を把握し、情報を共有し、連絡体制を構築する。

【記載事項】
・地区名
・避難所名
・収容可能人数
・避難所地点の浸水深
・施設の階数
・施設の利用可能階数
・家屋倒壊の可能性の有無
・浸水深を考慮した収容可能人数

○避難所管理表様式（案）○小瀬川浸水想定区域と避難所位置図

８．新たな課題に対する取組内容（案）

①迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組
■想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域図に基づくハザードマップの作成・周知等 B-①

22

【避難場所・避難経路】

新たな取組

避難所

・小瀬川水系浸水想定区域図（想定最大規模）



平成30年7月豪雨の経験を踏まえた課題（関係機関アンケート結果）

●避難行動要支援者について自治会，自主防災組織消防団と情報共有をしているが，支援者が不足しており有事の際に制度が機能するか懸
念される。

小瀬川水系大規模氾濫時の減災対策協議会（新たな課題）

○市町職員、警察、消防団員等が実施する。

●避難誘導に必要な人員確保は困難である。

●避難行動要支援者の避難誘導体制が確保されていない恐れがある。

○現状 ●課題 ●H30.7豪雨を踏まえた課題 赤文字：追加箇所

９．関係機関アンケート結果から新たな課題を抽出

避難誘導体制について
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【避難誘導体制】



新たな課題：避難行動要支援者の避難誘導体制が確保されていない恐れがある。
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■避難した理由と考えられる事項

・豪雨災害の被災経験から、地域の防災意識がたかまってお
り、避難につながった。

・「わがまち防災マップ」の作成・配布を通じて、危険な区域を
各自が確認していた。

・隣近所で声をかけ合って少人数での避難訓練を実施してお
り、顔見知りになって一緒に行動する経験をしていたことで、
避難行動につながった。

・ 自治会独自のメールによる防災情報の通知システムを構

築している。今回も、このシステムで情報発信を行うとともに、
緊急連絡網による呼びかけも行ったことにより、地域としての
避難の必要性を認識できた。

・ 河川氾濫に備え、広島市立大学と協力し、常時監視カメラ

を設置して、モニタリングを行っている。画像はスマートフォン
などを通じて誰でも閲覧でき、災害の危険性を確認できるた
め、特に若年層を中心に避難につながった。

呼びかけをきっかけ
にして避難した人が
約3割存在

ＮＨＫ被災者アンケート（広島県、岡山県、愛媛県の被災者310人対象）

出典：第3回平成30年7月豪雨災害における避難対策等検証会議（広島市） 資料3（議題）

6.29 豪雨災害及び8.20 豪雨災害で被災し、それを踏まえた先進的な取組を行って
いる自主防災組織連合会の会長等に対し、7 月6 日の地域における避難行動の実
態等について、聞き取り調査した結果

９．関係機関アンケート結果から新たな課題を抽出 【避難誘導体制】

出典：平成30年7月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググループ

■住民の避難行動 ～避難のきっかけ～



①迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組
■想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域図に基づくハザードマップの作成・周知等

○出前講座等を活用した防災教育の推進

Ａ-②

１０．新たな課題に対する取組内容（案）

出典：岩国市防災ガイドブック

出典：広島県「みんなで減災」はじめの一歩 ホームページ

取組内容を拡充する項目
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【避難誘導体制】

・避難行動要支援者の避難誘導体制が確保されていない恐れがある。
⇒地域防災力を強化するため、自主防災アドバイザーなどを活用した講演会等を自主防災組織へ行い、危機意識を高める。



①迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組
■想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域図に基づくハザードマップの作成・周知等 B-①

26

新たな取組

・避難行動要支援者の避難誘導体制が確保されていない恐れがある。
⇒要配慮者利用施設の管理者から、課題等を聞き取り、減災対策協議会に共有し、解決を図る。さらに、必要
に応じて、有識者へ相談を行い、その結果を減災対策協議会で共有する。

要配慮者
利用施設の管理者

大竹市

岩国市

和木町

減災対策協議会
で共有

有識者に相談

課題等の
聞き取り

課題を共有し、
解決を図る

必要に応じて
有識者に相談

○要配慮者利用施設の避難確保計画作成及び避難訓練の促進

１０．新たな課題に対する取組内容（案） 【避難誘導体制】


